
 

 
 

 

いちご一会とちぎ国体冬季大会 実施要項総則（案） 

 

１ 概 要 

国民体育大会開催基準要項第26項及び同細則第９項に基づき、開催県実行委員会が作成する。 

 

２ 構 成    

冬季大会実施要項【項目】           

１ 競技会日程と会場地一覧表 

２ 実 施 要 項 総 則 

３ 各競技実施要項  

４ 式典次第 

５ 宿泊要項 

６ 輸送交通要項 

７ 医療救護要項 

８  国民体育大会天皇杯・皇后杯授与規程 

９ 国民体育大会会長トロフィー授与規程 

10 関係団体事務局一覧表 

 参加選手・監督交代（変更）届・棄権届 

 参加選手・監督交代（変更）届・棄権届にあたっての留意事項  

 

 

 

 

 

 

【備考】 

(1) 総則 

   競技会プログラムにも掲載される。 

(2) 各競技別実施要項 

    会場地市町村及び関係競技団体が中央競技団体と調整の上、作成中。 

 

３ 総則（案） 

「いちご一会とちぎ国体 冬季大会実施要項総則（案）」参照 

 

４ 今後のスケジュール 

  令和３(2021)年３月 （公財）日本スポーツ協会へ冬季大会実施要項（案）提出 

  令和３(2021)年６月 （公財）日本スポーツ協会国体委員会 決定 

 

総則  

・開催の趣旨 

・実施方針 

 １ 実施競技 

 ２ 会期及び会場地 

 ３ 競技方法 

 ４ ドーピング検査の実施 

 ５ 参加資格、所属都道府県及び選手の年齢基準 

 ６ 各正式競技の総合成績決定方法 

 ７ 表彰 

 ８ 参加申込方法 

 ９ 棄権手続 

 10  大会参加負担金 

 11  宿泊申込 

 12  都道府県選手団本部役員編成 

 13  視察員 

 14  大会参加章及び視察員章の交付 

 15  参加上の注意 

 16  個人情報及び肖像権に関わる取扱い 

 17  都道府県大会及びブロック大会等 

 18  国民体育大会参加者傷害補償制度 

 19  その他 

令和３年１月 28日 第４回競技運営専門委員会審議事項 

第３号議案 



いちご一会とちぎ国体 冬季大会実施要項総則（案） 

 
開 催 の 趣 旨 

 
国民体育大会は、広く国民の間にスポーツを普及し、スポーツ精神を高揚して国民の健康増進と

体力の向上を図り、併せて地方スポーツの推進と地方文化の発展に寄与するとともに、国民生活を

明るく豊かにしようとする国内最大のスポーツの祭典である。 

雄大な自然と歴史・文化が調和するまち、栃木県日光市で開催する第 77 回国民体育大会「いち

ご一会とちぎ国体」冬季大会スケート競技会・アイスホッケー競技会は、「夢を感動へ。感動を未

来へ。」のスローガンのもと、氷上競技の普及・発展に寄与するとともに、多くの来県者をおもて

なしの心で温かくお迎えし、いちご一会とちぎ国体の幕開けとして、栃木の魅力・実力を全国に発

信する大会を目指して開催する。 
 

実 施 方 針 

 
１ 実施競技 

  正式競技：スケート、アイスホッケー 
 

２ 会期及び会場地 

競 技 会 名 会      期 会 場 地 

ス ケ ー ト 競 技 会 2022 年１月 24日（月）～１月 28日（金）５日間 日光市 

アイスホッケー競技会 2022 年１月 26日（水）～１月 30日（日）５日間 日光市 

   
３ 競技方法 

  各競技実施要項に示す方法とし、都道府県対抗で実施する。 
 
４ ドーピング検査の実施 

  大会におけるアンチ・ドーピング活動（ドーピング検査及びアンチ・ドーピング教育・啓発活

動）は、公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構が定める「日本アンチ・ドーピング規程」及

び別に定める「国民体育大会アンチ・ドーピング活動に関するガイドライン」に基づき実施する。 

  なお、治療の目的で禁止物質・禁止方法を用いる必要がある場合は、事前に「治療使用特例」

（TUE）の手続きを行うこと。 

  各都道府県の代表選手は、大会期間中は常に「国民体育大会ドーピング検査同意書」を所持し

なければならない。選手が 18 歳未満の場合、本人の署名及び親権者の署名、捺印がある同意書

を所持すること。 

 

５ 参加資格、所属都道府県及び選手の年齢基準 

  選手及び監督の参加資格、所属都道府県及び選手の年齢基準は、次のとおりとする。 

  なお、参加資格については、「第 77 回国民体育大会参加資格、所属都道府県及び年齢基準等の

解釈・説明」を合わせて確認すること。 

 【 公益財団法人日本スポーツ協会ホームページ http://www.japan-sports.or.jp/ 】 



(1) 参加資格 

ア 日本国籍を有する者であることとするが、選手及び監督のうち、次の者については、日本

国籍を有しない者であっても、大会に参加することができる。 

(ア) ｢出入国管理及び難民認定法｣に定める在留資格のうち、｢永住者｣(｢日本国との平和条約

に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法｣に定める｢特別永住者｣

を含む。） 

(イ) 少年種別年齢域に該当し、次の要件をいずれも満たす者 

  ａ ｢学校教育法｣第１条に規定する学校に在籍する学生又は生徒で、｢８ 参加申込方

法｣で定めた参加申込締切時【2022 年１月６日(木)】に１年以上在籍していること。 

  ｂ ｢出入国管理及び難民認定法｣に定める在留資格のうち、｢留学｣又は｢家族滞在｣(中

学３年生)に該当していること。 

(ウ) 成年種別年齢域に該当し、次の要件をいずれも満たす者 

ａ 少年種別年齢域にあった時点において前号(ｲ)に該当していた者であること。 

ｂ ｢出入国管理及び難民認定法｣に定める在留資格のうち｢留学｣又は｢家族滞在｣(中 

 学３年生)に該当していること。 

 [注] 上記(ｳ)ｂについて、大学及び専修学校等に在籍する成年種別の年齢域に該当す

る者は、｢出入国管理及び難民認定法｣に定める｢留学｣以外の在留資格を有する場合

も｢留学｣と同様に扱う。 

イ 選手及び監督は、所属都道府県の当該競技団体会長(代表者)と体育・スポーツ協会会長(代

表者)が代表として認め、選抜した者であること。 

  ウ 第 75 回又は第 76 回大会(都道府県大会及びブロック大会を含む。)において選手又は監督

として参加した者は、次の場合を除き、第 75 回又は第 76回大会と異なる都道府県から参加

することはできない。 

(ア) 成年種別 

ａ ｢学校教育法｣第１条に規定する学校を卒業した者 

ｂ 結婚又は離婚に係る者 

ｃ ふるさと選手制度を活用する者（別記１「国民体育大会ふるさと選手制度」による。） 

ｄ 東日本大震災に係る参加資格特別措置を活用する者（別記４「東日本大震災に係る 

選手及び監督の国民体育大会の参加資格の特例措置」による。） 

[注] ａ及びｂは当該要件発生後、初めて参加する者に限る。 

(イ) 少年種別 

ａ ｢学校教育法｣第１条に規定する学校を卒業した者 

ｂ 結婚又は離婚に係る者 

ｃ 一家転住に係る者(別記２｢『一家転住等』に伴う特例措置」による。） 

ｄ 東日本大震災に係る参加資格特別措置を活用する者（別記４「東日本大震災に係る

選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例措置」による。） 

[注] ａからｃは当該要件発生後、初めて参加する者に限る。 

エ 選手と監督の兼任は、同一種別内に限る。 

オ 選手及び監督は、回数を同じくする大会において、冬季大会及び本大会にそれぞれ１競技

に限り参加することができる。 



カ 選手及び監督は、回数を同じくする大会において、異なる都道府県から参加することはで

きない。 

キ 上記のほか、選手については次のとおりとする。 

(ア) 都道府県大会及びブロック大会に参加し、これを通過した者であること。 

(イ) 健康診断を受け、健康であることが証明された者であること。 

(ウ) ドーピング検査対象に選定された場合には、検査を受けなければならない。 

  ク 上記のほか、監督については、公益財団法人日本スポーツ協会（以下「日本スポーツ協会」

という。）公認スポーツ指導者制度に基づく競技別指導者資格を有する者とし、各競技にお

ける対象資格については当該競技実施要項によるものとする。 

(2) 所属都道府県 

所属都道府県は、当該競技団体が限定する場合を除き、次のいずれかが属する都道府県から

選択することができる。 

ア 成年種別 

(ア) 居住地を示す現住所 

   (イ) 勤務地 

   (ウ) ふるさと（別記１｢国民体育大会ふるさと選手制度｣による。） 

  イ 少年種別 

   (ア) 居住地を示す現住所 

   (イ) ｢学校教育法｣第１条に規定する学校の所在地(以下｢学校所在地｣という。） 

   (ウ) 勤務地 

[注] ｢居住地を示す現住所｣、「勤務地」、「学校所在地」のいずれかから参加する場合は、

2021 年４月 30 日以前から各競技会終了時(2022 年１月 30 日)まで、引き続き当該地

にそれぞれ居住、通勤又は通学していなければならない。ただし、次の者はこの限り

でない。 

[成年種別] 

ａ 別記３「トップアスリートの国民体育大会参加資格の特例措置」の適用を受ける者 

ｂ 別記４「東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例措置」の 

 適用を受ける者 

[少年種別] 

ａ 別記２「『一家転住等』に伴う特例措置」の適用を受ける者 

     ｂ 別記３「トップアスリートの国民体育大会参加資格の特例措置」の適用を受ける者 

ｃ 別記４「東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例措置」の 

適用を受ける者 

(3) 選手の年齢基準 

ア 選手の年齢基準については、以下を原則とする。 

(ア) 成年種別に参加する者は、2003 年４月１日以前に生まれた者とする。 

   (イ) 少年種別に参加する者は、2003 年４月２日から 2006 年４月１日に生まれた者とする。 

   (ウ) 年齢を区分している種別へ参加する者の年齢計算は、2021 年４月１日を基準とする。 

  イ スケート競技については、中学３年生(2006 年４月２日から 2007 年４月１日までに生まれ

た者)が参加できるものとする。 



(4) 前記の各事項に疑義のあるときは、日本スポーツ協会及び当該競技団体が調査・審議の上、

日本スポーツ協会がその可否を決定する。 

 

６ 各正式競技の総合成績決定方法 

  各正式競技の総合成績決定方法は、次のとおりとする。 

(1) 次のア、イの得点を合計したものを男女総合成績及び女子総合成績とする。 

ア 競技得点 

  競技得点は、各種別、種目などの第１位から第８位までの都道府県に与え、次のとおりと

する。ただし、同順位の場合は、次の順位のものを加え、当該都道府県で等分し、割り切れ

ない場合は、小数点第３位以下を切り捨てる。 

  １位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位 ７位 ８位 

種 別 
フィギュア 24 点 21 点 18 点 15 点 12 点 ９点 ６点 ３点 

アイスホッケー 40 点 35 点 30 点 25 点 20 点 15 点 10 点 ５点 

種 目 
スピード 

ショートトラック 
８点 ７点 ６点 ５点 ４点 ３点 ２点 １点 

[注] 「種別」：種別などに与える競技得点 「種目」：種目などに与える競技得点 

イ 参加得点 

  参加得点は 10 点とし、大会(ブロック大会を含む｡)に参加した都道府県に与える。 

  ただし、ブロック大会で本大会の出場権を獲得しながら、本大会に参加しなかった場合は

与えない。 

(2) 各競技会の総合成績は、当該競技団体が決定する。 

ただし、天候その他の事情により一部競技が中止になった場合は、当該競技団体と大会総務

委員が協議する。 

(3) 参加資格違反等に関わる得点等の取り扱いについては、｢国民体育大会における違反に対す

る処分に関する規程｣によるものとする。 

 

７ 表彰 

(1) 各正式競技の男女総合成績第１位の都道府県に、国民体育大会会長トロフィーを授与する。 

(2) 各正式競技の男女総合成績及び女子総合成績第１位から第８位までの都道府県に、それぞれ

表彰状を授与する。 

(3) 各正式競技の各種別及び各種目の第１位から第８位までに賞状を授与する。団体競技の場合

は、その都道府県名とチーム全員（監督を含む。）の氏名を記載したものを都道府県用に１枚、

さらに、その都道府県名と個人名を記載したもの又は都道府県と各チーム全員（監督を含む。）

の氏名を記載したものをチーム全員に授与する。 

 

８ 参加申込方法 

(1) 都道府県の体育・スポーツ協会会長(代表者)及び各競技団体会長(代表者)は、連署の上、都

道府県大会又はブロック大会において選抜された者を、第 77 回国民体育大会会長宛に申込む

ものとする。 

(2) 参加申込は、定められた締切日までに国民体育大会参加申込システムにより行う。 



(3) 参加申込締切日は、2022 年１月６日(木)とする。 

(4) 参加申込様式は、日本スポーツ協会が実施競技団体と協議の上、作成する。 

(5) 参加申込締切後の選手又は監督の交代は、特別な事情がない限り認めない。特別な事情で選

手又は監督を交代する場合は、下記宛に所定の様式(本要項●ページ)にて届け出なければなら

ない。                  

なお、交代の可否は、監督会議で決定する。 

 ア 公益財団法人日本スケート連盟 

 イ 公益財団法人日本アイスホッケー連盟 

 ウ いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会実行委員会事務局 

 [注] スケート競技(スピード、ショートトラック、フィギュア)参加者については、ア及びウ

に、アイスホッケー競技参加者については、イ及びウに提出するものとする。 

      なお、日本スポーツ協会に対しては、各競技会終了後、所定の手続きにより参加申込情

報を修正すること。 

 

９ 棄権手続 

  参加申込締切後から競技初戦までの間において、特別な事情で選手が競技会を棄権する場合に

は、所定の棄権手続をとらなければならない。 

  なお、棄権手続に係る届出については、選手交代届と同じ様式(本要項●ページ)を用いるもの

とする。 

 

10 大会参加負担金 

(1) 大会に選手団(視察員を除く｡)を派遣する都道府県体育・スポーツ協会は、一人あたり次の

とおり参加負担金を納入するものとする。 

参 加 区 分 参加負担金 

少年の種別に参加する選手 2,000 円 

上記以外の者(本部役員、監督、成年の種別に参加する選手等) 4,000 円 

  [注] 地震、風水害、感染症およびその他主催者の責によらない事由により大会を中止した場

合、大会参加負担金の返金は行わない。 
 

(2) 大会参加負担金は、各都道府県体育・スポーツ協会で取りまとめ、次のとおり納入する。 

  ア 納入締切日  2022 年１月６日(木) 

  イ 納 入 先  みずほ銀行 渋谷支店 普通預金口座 513729 

           公益財団法人日本スポーツ協会 

 

11 宿泊申込 

  大会参加者は、いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会実行委員会が指定した所定の様式により、

定められた申込期限までに申し込むものとする。 

  

12 都道府県選手団本部役員編成 

  都道府県選手団本部役員の編成は、次のとおりとする。 



(1) １都道府県当たり、団長、総監督及び総務ほか、計５名以内とする。 

(2) 上記役員のほか、５名以内の顧問を設けることができる。 

(3) 上記(1)及び(2)による本部役員総数の範囲内で、スポーツドクターを帯同するものとする。 

  なお、帯同するスポーツドクターは日本スポーツ協会公認スポーツドクター資格を有する者

とする。 

(4) 上記(1)及び(2)による本部役員総数の範囲内で、原則としてアスレティックトレーナーを帯

同するものとする。 

  なお、帯同するアスレティックトレーナーは日本スポーツ協会公認アスレティックトレーナ

ー資格を有する者とする。 

(5) 都道府県選手団本部役員の１日当たりの編成人数については、上記(1)及び(2)による人数を

上限とする。 

(6) 都道府県選手団の本部役員の申込みは、監督及び選手の申込みと同時に｢８ 参加申込方法｣

に定める方法により行う。 

 

13 視察員 

(1) 視察員は、１都道府県３名以内とする。 

ただし、2023 年以降の国民体育大会または国民スポーツ大会冬季大会の開催が決定または内

定している県については、20 名以内とする。 

(2) 視察員の申込みは、参加選手団の申込みと同時に、｢８ 参加申込方法｣に定める方法により

行う。 

(3) 視察員は、原則として全ての会場に入場することができる。 

 

14 大会参加章及び視察員章の交付 

  大会参加章及び視察員章は、次の者に交付する。 

(1) 大会参加章 

   都道府県選手団本部役員、監督及び選手並びに大会役員、競技会役員及び競技役員 

(2) 視察員章 

   視察員 

 

15 参加上の注意 

(1) 大会期間中は、交付された大会参加章または視察員章を携帯しなければならない。 

(2) 各都道府県の代表選手は、競技に際し、｢国民体育大会ユニフォーム規程｣に基づき、ユニフ

ォームを着用しなければならない。ただし、スケート競技については、同規程第５条を適用す

る。 

 

16 個人情報及び肖像権に関わる取扱い 

日本スポーツ協会、いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会実行委員会、第 77 回国民体育大会日

光市実行委員会及び国民体育大会実施競技中央競技団体(以下｢国体関係機関・団体｣という。)は、

参加申込等を通じて取得する個人情報及び肖像権の取扱いに関して、次のとおり対応するものと

する。 



(1) 個人情報の取扱い 

  ア 利用目的 

    大会参加申込として国民体育大会参加申込システムへ登録された個人情報は、国体関係機

関・団体において、参加資格の確認や競技組合せなどをはじめとする大会運営業務のために

利用し、目的以外に利用しない。 

  イ 公表の範囲と方法 

    個人情報のうち、所属都道府県、氏名、性別、年齢、学校名、チーム名等、所属と個人を

識別するために必要な情報については、次の方法等により公表することがある。 

   (ア) 競技会プログラムへの掲載 

   (イ) 競技会場内におけるアナウンス等による紹介 

   (ウ) 競技会場内外の掲示板等への掲載 

   (エ) 大会関連ホームページへの掲載 

   (オ) 報道機関への提供 

  ウ 競技結果(記録)等 

    競技結果(記録)については、上記イで定めた個人情報とともに、次の方法等により公表す

ることがある。 

   (ア) いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会実行委員会が設置する記録本部を通じた公開 

   (イ) 国体関係機関・団体及び報道機関等による新聞・雑誌及び関連ホームページ等への掲載 

   (ウ) 国体関係機関・団体が作成する大会報告書等への掲載 

   (エ) 次回以降の競技会プログラムへの掲載【新記録、優勝及び上位入賞結果(記録)等】 

(2) 肖像権に関する取扱い 

  ア 写真 

    国体関係機関・団体又はこれらに認められた報道機関等によって撮影された写真が新聞・

雑誌・報告書及び関連ホームページ等で公開されることがある。 

  イ 写真(写真撮影企業等) 

    国体関係機関・団体に認められた写真撮影企業等によって撮影された写真等が販売される

ことがある。 

なお、各競技・会場における販売の有無等の詳細は、当該中央競技団体を中心に対応する。 

  ウ 映像 

    国体関係機関・団体又はこれらに認められた報道機関等によって撮影された映像が中継・

録画放映及びインターネットによって配信されることがある。 

また、DVD 等に編集され、販売・配布されることがある。 

なお、各競技における販売の有無等の詳細は、当該中央競技団体を中心に対応する。 

(3) 対応 

  ア 承諾の確認 

    大会参加申込として国民体育大会参加申込システムへ登録された時点で、上記取扱いに関

する承諾を得たものとして対応する。 

    なお、各競技会における取扱いに伴い、別途、当該中央競技団体等によって個別に承諾を

確認することがある。 

  イ 役員等 



    大会役員、競技役員、運営役員、その他各種委員や補助員、国体関係機関・団体と大会に

関する契約をしている者及び大会運営関係者については、上記取扱いに関する承諾を得たも

のとして対応する。 

 

17 都道府県大会及びブロック大会等 

  本大会の予選として次のとおり都道府県大会(ブロック大会)を開催しなければならない。 

(1) 都道府県の主催団体は、必要に応じて日本スポーツ協会及び中央競技団体等関係団体と協議

の上、本要項に基づき実施要項を作成する。 

  なお、日本スポーツ協会及び中央競技団体は、その内容に不備がある場合、適宜指導を行う

ものとする。 

(2) 都道府県大会の実施にあたり、当該都道府県主催団体は、適正な手続きに則り決定した代表

選手の選抜方法・選考基準について、予め関係者に周知徹底を図るものとする。 

(3) 参加者は、実施要項に基づき当該主催団体に申し込む。 

なお、１人１競技に限る。 

(4) ブロック大会の申込みは、原則として国民体育大会参加申込システムにより行い、様式は、

日本スポーツ協会及び当該主催団体が協議の上、作成する。 

なお、参加申込システムを使用しない場合の様式については、当該主催団体において別途作

成する。 

(5) 都道府県大会の参加申込様式は、当該主催団体において作成する。 

(6) 参加料を徴収する場合の金額は、当該主催団体が中央競技団体と協議の上、定める。 

 

18 国民体育大会参加者傷害補償制度 

  日本スポーツ協会及び都道府県体育・スポーツ協会は、国民体育大会参加者に対する社会的責

任体制を整えるとともに、大会参加者の相互扶助の精神に基づいた補償制度として大会参加者に

よる国民体育大会参加者補償制度を運営する。 

(1) 本制度の対象となる参加者は、ブロック大会及び本大会に参加する本制度給付規程に定めら

れた選手、監督、選手団本部役員(顧問を含む｡)、視察員並びにその他選手団役員とする。 

(2) 大会参加の都道府県体育・スポーツ協会は、国民体育大会参加者傷害補償制度の対象となる

参加者数に応じた制度負担金(１人あたり 1,000 円)を日本スポーツ協会へ納入する。 

(3) 納入締切日及び納入先については、別途日本スポーツ協会から都道府県体育・スポーツ協会

へ通知する。 

 

19 その他 

(1) 参加申込及び宿泊申込が定められた締切日までに行われない場合、又は参加負担金が定めら

れた締切日までに納入されない場合は、本大会への参加を認めない。 

(2) その他の事項については、国民体育大会開催基準要項及び同細則による。 

 

 
 

 


